「障害者自立支援法案」に関する意見書

第１６２回通常国会に、障害保健福祉施策の改革を内容とする「障害者自立支援法案」が提出されたところである。

同法案は、障害者の地域生活と就労を進め、自立を支援する観点から、これまでの障害種別ごとに異なる法律に基づいて提供されてきた福祉サービス、公費負担医療費等について、共通の制度の下で一元的に提供する仕組みを創設しようとするものである。また、支援費制度における「国の財政責任」が不明確であるなど、現行制度の様々な課題を解決し、今後、安定した総合的な保健福祉サービスを提供する仕組みを構築しようとするものである。

支援費制度は、施行初年度から国の予算が不足したことなど制度に対する信頼性が揺らいでおり、法律に基づいて国の費用負担を明確に義務付けを図り、制度の持続を確立すべきである。

急速な少子高齢化が進む中、年金、医療、介護等の社会保障制度は、給付面でも負担の面でも国民生活にとって大きなウエイトを占めてきており、家計や企業の経済活動に与える影響も大きくなっている。このため社会保障制度に関する国民の関心は高まり、また世代間の不公平の是正や持続可能性を確保することが重要になっている。このような点を認識して、個々の制度のみならず、社会保障制度の全体を見通して一体的な見直しに取り組む必要がある。

このような観点から、新法に基づく利用者負担の見直しについては、低所得者に配慮しつつ、介護保険制度、老人保険制度等他の社会保障制度全体との均衡を確保した制度とするよう要望する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成１７年３月１８日

茨　城　県　議　会

衆議院議長　河野　洋平　殿

